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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第83期

中間連結会計期間
第84期

中間連結会計期間
第83期

会計期間
自2024年６月１日
至2024年11月30日

自2025年６月１日
至2025年11月30日

自2024年６月１日
至2025年５月31日

売上高 （百万円） 24,584 25,141 50,643

経常利益 （百万円） 1,470 1,764 2,705

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 908 1,233 1,908

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 215 1,266 1,378

純資産額 （百万円） 52,020 52,204 52,067

総資産額 （百万円） 79,633 76,842 78,004

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 29.70 41.32 62.74

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.3 67.9 66.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,840 5,342 5,897

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △5,287 △2,330 △7,365

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,964 △2,999 1,002

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 3,241 2,224 2,207

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して
おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ
ん。

３．取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）を対象に、信託を用いた株式報酬制度を導入し
ております。

　　当該信託口が保有する当社株式を、「１株当たり中間（当期）純利益」の算定上、期中平均株式数の計算に
おいて控除する自己株式に含めております。

４．2025年６月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第83期の期首に当該株
　　式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益を算出しております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。なお、当社は2025年６月１日付で連結子会社である大和薬品工業株式会社を吸収合併しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

　当中間会計期間におけるわが国経済は、一部に弱めの動きもみられますが、全体としては緩やかに回復しており

ます。海外経済は、各国の通商政策等の影響を受けて一部弱めの動きもみられますが総じてみれば緩やかに成長し

ております。企業収益は、製造業において関税による下押しの影響がみられるものの全体としては高水準を維持し

ており、こうしたもとで設備投資も緩やかに増加しました。また個人消費は物価上昇の影響を受けつつも、雇用・

所得環境の改善を背景に底堅く推移しております。

　医薬品業界におきましては、2024年９月の社会保障審議会医療保険部会において、「安定供給の確保を基本とし

て、後発医薬品を適切に使用していくためのロードマップ」が策定され、「主目標：医薬品の安定的な供給を基本

としつつ、後発医薬品の数量シェアを2029年度末までに全ての都道府県で80％以上」（旧ロードマップから継

続）、「副次目標：後発医薬品の金額シェアを2029年度末までに65％以上」が掲げられました。また社会保障制度

改革の一環として長期収載品の「選定療養制度」の拡大に加え、一部の「OTC類似薬」については2027年３月より

患者様への新たな負担が導入されることとなりました。

　一方で、後発医薬品を中心とする供給不安は長期化しており、過当競争状態の是正、過度な低価格競争からの脱

却、規模の経済が生かせる企業規模へ再編していくための環境整備など、多くの課題を抱えております。

　このような状況において、当社グループでは、中期経営計画「Daito Transformation Plan 2027」のもと、患者

様及び医療関係者様の皆様への高品質な医薬品の安定供給に努めて参りました。

　売上高の販売品目ごとの業績は次の通りであります。

　原薬では、抗アレルギー剤原薬は増加しましたが、止血剤・抗凝固薬原薬が減少し、売上高は11,304百万円（前

年同期比2.4%減）となりました。

　製剤では、ジェネリック及び一般用医薬品の製品が堅調に推移し、ジェネリック用医薬品の商品も増加したこと

から、売上高は13,736百万円（前年同期比6.4%増）となりました。

　健康食品他につきましては、売上高は100百万円（前年同期比7.2%増）となりました。

　これらの結果、当連結会計年度の売上高は25,141百万円（前年同期比2.3%増）となりました。また、研究開発費

及び支払手数料の増加を主因に販売費及び一般管理費は増加しましたが棚卸資産の評価減が大幅に改善し、営業利

益1,627百万円（前年同期比10.6%増）、経常利益1,764百万円（前年同期比20.0%増）、親会社株主に帰属する中間

純利益1,233百万円（前年同期比35.8%増）と４期ぶりの増益着地となりました。

 

②財政状態

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末より1,162百万円減少し、76,842百万円となりまし

た。これは主に、原材料及び貯蔵品の増加852百万円などがあった一方で、売掛金の減少1,508百万円、商品及び製

品の減少873百万円などがあったことによるものであります。

　負債は、前連結会計年度末より1,298百万円減少し、24,638百万円となりました。これは主に、長期借入金の減

少1,449百万円などがあったことによるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末より136百万円増加し、52,204百万円となりました。これは主にその他有価証券評

価差額金の増加152百万円などがあったことによるものであります。

　これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度より1.2ポイント上昇し、67.9％となっております。
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③キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末より

16百万円増加し、2,224百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は5,342百万円（前年同期は1,840百万円の獲得）となりました。税金等調整前中間

純利益1,834百万円、減価償却費2,130百万円、売上債権の減少額1,490百万円があったことによるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は2,330百万円（前年同期は5,287百万円の使用）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出2,088百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は2,999百万円（前年同期は3,964百万円の獲得）となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出1,649百万円、自己株式の取得による支出604百万円、配当金の支払額527百万円があった

ことによるものであります。

 

(２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(３）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(５）研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費の総額は1,201百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 67,760,000

計 67,760,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2025年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,096,880 30,096,880
東京証券取引所

プライム市場
単元株式数100株

計 30,096,880 30,096,880 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

        該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

        該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2025年６月１日（注1） 15,348,440 30,696,880 － 7,186 － 7,072

2025年６月30日（注2） △600,000 30,096,880 － 7,186 － 7,072

（注1）株式分割（１：２）であります。

（注2）自己株式の消却による減少であります。
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（５）【大株主の状況】

  2025年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号赤坂イン

ターシティＡＩＲ
3,180,800 10.75

JAPAN ABSOLUTE VALUE FUND

（常任代理人　立花証券株式会

社）

MOURANT GOVERNANCE SERVICES (CAYMAN)

LIMITED P.O BOX 1348 94 SOLARIS AVENUE

CAMANA BAY GRAND CAYMAN KY1-1108

CAYMAN ISLANDS

（東京都中央区茅場町１丁目13－14）

2,688,300 9.09

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海1丁目8-12 2,292,440 7.75

ＷＡＮＧ　ＺＨＡＯ 東京都台東区 1,000,000 3.38

株式会社オオツガ 富山県富山市西中野本町2-6 800,600 2.71

笹山　眞治郎 富山県富山市 694,214 2.35

THE CHASE MANHATTAN BANK, N.

A. LONDON SECS LENDING OMNIBUS

ACCOUNT

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET LONDON

EC2P 2HD, ENGLAND

（東京都港区港南2丁目15-1 品川インター

シティA棟）

690,036 2.33

二幸商事株式会社 東京都台東区東上野4丁目20－2－101 640,000 2.16

BNP PARIBAS SYDNEY

/2S/JASDEC/AUSTRALIAN

RESIDENTS

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店　セキュリティーズ・サービ

シズ・オペレーションズ）

60 CASTLEREAGH ST SYDNEY NSW 2000

（東京都中央区日本橋３丁目11-1）
615,000 2.08

ダイト従業員持株会 富山県富山市八日町326番地 575,374 1.95

計 － 13,176,764 44.55

（注）１. 持株比率は自己株式（516,734株）を控除して計算しております。なお、自己株式には当社の役員向け株式交

　　　　　付信託が保有する株式（94,340株）を含んでおりません。

　　　２. 株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数には、当社の役員向け株式交付信託が保有する株式

　　　　　（94,340株）を含んでおります。

３．2025年８月12日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書によれば、2025年８月12日現在で

以下のとおり株式を保有している旨が記載されておりますが、2025年11月30日現在での実質所有株式数につい

ては、当社として確認ができませんので上記大株主の状況には含めておりません。

　　　なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)

株券等保有割合

(％)

カナメ・キャピタル・エルピー

（Ｋａｎａｍｅ　Ｃａｐｉｔａ

ｌ，Ｌ．Ｐ．）

アメリカ合衆国、マサチューセッツ州02108、ボス

トン、ワシントンストリート201、ワンボストンプ

レイス　スイート2600

3,351,200 11.13

計 － 3,351,200 11.13
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 516,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 29,497,100 294,971 －

単元未満株式 普通株式 83,080 － －

発行済株式総数  30,096,880 － －

総株主の議決権  － 294,971 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、役員向け株式交付信託の信託財産として保有する当社株式が、94,340

株（議決権数943個）含まれています。

 

 

②【自己株式等】

    2025年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

ダイト株式会社 富山県富山市八日町326番地 516,700 － 516,700 1.72

計 － 516,700 － 516,700 1.72

（注）１．当中間会計期間末現在、自己株式を516,734株所有しております。

　　　２．役員向け株式交付信託が所有する当社株式は、上記自己保有株式に含めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年６月１日から2025年11月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,207 2,224

売掛金 ※２ 12,526 ※２ 11,017

電子記録債権 ※２ 7,525 ※２ 7,630

受取手形 ※２ 143 ※２ 74

商品及び製品 6,843 5,970

仕掛品 6,329 5,877

原材料及び貯蔵品 5,240 6,093

その他 893 727

貸倒引当金 △2 △3

流動資産合計 41,708 39,611

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,145 19,536

機械装置及び運搬具（純額） 6,081 5,856

土地 2,155 2,155

リース資産（純額） 1,991 2,739

建設仮勘定 2,500 750

その他（純額） 951 1,305

有形固定資産合計 31,826 32,344

無形固定資産   

その他 531 1,078

無形固定資産合計 531 1,078

投資その他の資産   

投資有価証券 2,091 2,269

繰延税金資産 359 272

退職給付に係る資産 98 96

その他 1,396 1,178

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 3,938 3,808

固定資産合計 36,296 37,231

資産合計 78,004 76,842

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 4,681 ※２ 5,087

電子記録債務 ※２ 3,585 ※２ 4,012

１年内返済予定の長期借入金 3,099 2,899

リース債務 358 498

未払法人税等 419 622

賞与引当金 56 68

未払金 2,929 1,406

未払費用 1,030 1,050

その他 ※２ 888 ※２ 905

流動負債合計 17,049 16,551

固定負債   

長期借入金 6,569 5,119

リース債務 1,859 2,475

繰延税金負債 30 42

退職給付に係る負債 169 179

引当金 37 46

その他 220 222

固定負債合計 8,887 8,086

負債合計 25,936 24,638
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年５月31日)

当中間連結会計期間
(2025年11月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,186 7,186

資本剰余金 7,072 7,072

利益剰余金 37,179 37,260

自己株式 △749 △727

株主資本合計 50,688 50,791

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 767 919

為替換算調整勘定 386 372

退職給付に係る調整累計額 161 84

その他の包括利益累計額合計 1,315 1,376

非支配株主持分 64 36

純資産合計 52,067 52,204

負債純資産合計 78,004 76,842
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

売上高 24,584 25,141

売上原価 20,205 20,376

売上総利益 4,379 4,765

販売費及び一般管理費 ※ 2,907 ※ 3,138

営業利益 1,471 1,627

営業外収益   

受取利息 0 2

受取配当金 38 37

受取保険金 2 78

為替差益 1 20

持分法による投資利益 - 44

その他 30 35

営業外収益合計 73 218

営業外費用   

支払利息 51 63

支払手数料 6 6

持分法による投資損失 7 -

その他 8 11

営業外費用合計 73 81

経常利益 1,470 1,764

特別利益   

投資有価証券売却益 409 102

特別利益合計 409 102

特別損失   

固定資産除却損 - 32

特別損失合計 - 32

税金等調整前中間純利益 1,879 1,834

法人税、住民税及び事業税 839 552

過年度法人税等 388 -

法人税等調整額 △66 60

法人税等 1,161 613

中間純利益 718 1,220

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △190 △12

親会社株主に帰属する中間純利益 908 1,233
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

中間純利益 718 1,220

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △480 152

為替換算調整勘定 △5 △43

退職給付に係る調整額 △16 △76

持分法適用会社に対する持分相当額 - 14

その他の包括利益合計 △502 46

中間包括利益 215 1,266

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 406 1,295

非支配株主に係る中間包括利益 △190 △28
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年６月１日
　至　2025年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,879 1,834

減価償却費 2,103 2,130

固定資産除却損 0 32

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 12

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 8 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △18 △97

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 8 8

受取利息及び受取配当金 △38 △40

受取保険金 - △78

支払利息 51 63

為替差損益（△は益） 25 △94

売上債権の増減額（△は増加） △3,058 1,490

棚卸資産の増減額（△は増加） △247 486

仕入債務の増減額（△は減少） 348 824

持分法による投資損益（△は益） 7 129

投資有価証券売却損益（△は益） △409 △102

未収消費税等の増減額（△は増加） 1,292 21

未払消費税等の増減額（△は減少） 309 △1,194

その他 81 188

小計 2,353 5,615

利息及び配当金の受取額 38 40

利息の支払額 △54 △62

受取保険金の受取額 - 17

法人税等の支払額 △515 △359

法人税等の還付額 - 72

その他 19 19

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,840 5,342

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,888 △2,088

有形固定資産の除却による支出 - △31

無形固定資産の取得による支出 △132 △507

関係会社出資金の払込による支出 △707 -

投資有価証券の取得による支出 △6 -

投資有価証券の売却による収入 444 163

保険積立金の払戻による収入 2 133

その他 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,287 △2,330

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 6,000 -

長期借入金の返済による支出 △1,449 △1,649

配当金の支払額 △464 △527

自己株式の取得による支出 △0 △604

リース債務の返済による支出 △121 △217

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,964 △2,999

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 514 16

現金及び現金同等物の期首残高 2,727 2,207

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,241 ※ 2,224
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当中間連結会計期間より、当社の連結子会社であった大和薬品工業株式会社は、2025年６月１日に当社を存続

会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合の注記）

　当社は、当中間連結会計期間の期首より生産設備の減価償却の開始時期について見直しを行い、従来の方法か
ら変更しております。
　従来は生産設備の検収日をもって量産開始とみなし、償却開始の基準としておりましたが、近年の市場環境の
変化により、検収日から量産開始までに乖離が生じることが見込まれるため、より実態に即した量産開始時期を
もって償却開始する方法に変更しております。当該変更は、外部環境の変化や設備の使用実態を検討した結果、
当社の状況に即しており適切であると判断しております。
　以上の変更により、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の営業利益、経常利益及び税金等調
整前中間純利益は105百万円増加しております。
 

（追加情報）

（取締役に対する株式報酬制度）

　当社は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下同じ。）を対象に、取締役の報酬と当

社の株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有すること

で、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、信託を用いた株式報酬

制度（以下「本制度」といい、本制度導入のために設定される信託を「本信託」といいます。）を導入しており

ます。

（1）取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社の定める株式交付規程

に基づき、各取締役に対し、役位に応じて各取締役に付与されるポイントの数に相当する数の当社株式が本信

託を通じて各取締役に対して交付される株式報酬制度であります。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時

期は、原則として取締役の退任時であります。

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計期間末で106百万円、94,340

株、当中間連結会計期間末で106百万円、94,340株であります。

　当社は、2025年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記の株式数は
前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、株式分割後の株式数を記載しております。
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（中間連結貸借対照表関係）

１　債務保証

　次の会社の武田薬品工業㈱からの買掛債務に対して債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2025年５月31日）

当中間連結会計期間
（2025年11月30日）

勝山ファーマ㈱ 82百万円 ㈱富士薬品 45百万円

㈱富士薬品 48 東洋製薬化成㈱ 6

テイカ製薬㈱ 19 テイカ製薬㈱ 6

東洋製薬化成㈱ 6   

合計 156 合計 58

 

※２　中間連結会計期間末日満期手形、電子記録債権債務

　中間連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権債務の会計処理については、手形交換日をもって決済処理を

しております。なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の中間連結会計期間末日満期

手形及び電子記録債権債務が中間連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2025年５月31日）

当中間連結会計期間
（2025年11月30日）

受取手形 14百万円 0百万円

電子記録債権 401 108

支払手形 14 －

電子記録債務 796 967

その他（設備電子記録債務） 175 315

合計 1,402 1,391

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年６月１日
　　至 2024年11月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年６月１日
　　至 2025年11月30日）

給料手当 398百万円 480百万円

賞与引当金繰入額 15 20

役員賞与引当金繰入額 8 5

役員株式給付引当金繰入額 8 8

退職給付費用 10 △11

研究開発費 1,111 1,201

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2024年６月１日
至 2024年11月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年６月１日
至 2025年11月30日）

現金及び預金勘定 3,241百万円 2,224百万円

現金及び現金同等物 3,241 2,224
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年７月12日

取締役会
普通株式 460 30 2024年５月31日 2024年８月６日 利益剰余金

（注）2024年７月12日取締役会の決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社

株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

（決議予定） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年１月10日

取締役会
普通株式 536 35 2024年11月30日 2025年２月３日 利益剰余金

（注）2025年１月10日取締役会にて決議予定の配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当

社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2024年７月12日開催の取締役会決議に基づき、2024年７月31日付で自己株式350,000株の消却を

実施いたしました。この結果、当中間連結会計期間において利益剰余金が864百万円、自己株式が864百万

円減少しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年７月11日

取締役会
普通株式 526 35 2025年５月31日 2025年８月５日 利益剰余金

（注）１．2025年７月11日取締役会の決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する

当社株式に対する配当金１百万円が含まれております。

２．当社は2025年６月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、2025年５月31日を基準日

とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

（決議予定） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年１月14日

取締役会
普通株式 591 20 2025年11月30日 2026年２月２日 利益剰余金

（注）2026年１月14日取締役会にて決議予定の配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当

社株式に対する配当金１百万円が含まれております。
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３．株主資本の金額の著しい変動

(1)自己株式の取得

　当社は、2025年10月10日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定及び当社定款の定めに基
づき自己株式取得に係る事項について決議し、2025年10月14日付で、自己株式立会外取引（ToSTNeT-3）に
より、自己株式を242,000株取得し286百万円増加しました。
　また、当社は取得株式数1,000,000株、総額15億円を上限として2025年10月15日から2026年５月22日の期
間で自己株式の取得を進めています。これにより当中間連結会計期間において自己株式を258,100株取得し
317百万円増加しました。

 

(2)自己株式の消却

　当社は、2025年１月10日開催の取締役会決議に基づき、2025年６月30日付で自己株式600,000株、626百

万円消却しました。

 

　この結果、当中間連結会計期間において利益剰余金が626百万円、自己株式が22百万円それぞれ減少し、

当中間連結会計期間末における利益剰余金は37,260百万円、自己株式は727百万円となっております。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

　当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載

を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

　当社の報告セグメントは、「医薬品事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載

を省略しております。

 

 

（企業結合等関係）

(完全子会社の吸収合併)

　当社は、2025年１月10日に、当社を吸収合併存続会社、当社の完全子会社である大和薬品工業株式会社を吸

収合併消滅会社とする合併契約を締結し、2025年６月１日付で本合併を実施しました。

 

１．企業結合の概要

（1）吸収合併消滅会社の名称及びその事業の内容

吸収合併消滅会社の名称　大和薬品工業株式会社

事業の内容　　　　　　　医薬品原薬及び中間体の製造

 

（2）企業結合日

2025年６月１日

 

（3）企業結合の法的形式

当社を存続会社、大和薬品工業株式会社を消滅会社とする吸収合併

 

（4）その他取引の概要に関する事項
①合併の目的
　当社は、2025年５月期から2027年５月期までの３ヵ年を対象とする中期経営計画「DTP2027」にて、事
業戦略の５つの柱の１つに「既存ビジネスの効率化」を掲げ、その取り組みの１つとして、当社と大和
薬品工業株式会社の連携の強化、「ONE Daito」の文化の醸成について検討をして参りました。
　大和薬品工業株式会社は、当社と同じ富山市内で、当社及び外部のお客様向けに医療用医薬品の原薬
の製造業務を行っておりますが、吸収合併によって２つの組織の隔たりを無くすことで、今後、当社の
強みである「原薬から製剤までの一貫生産」をより高品質かつ効率的に行い、より確実に安定供給の責
任を果たしていくことを目的としております。
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②合併に係る割当内容
　本合併は当社の完全子会社との合併であるため、合併による株式その他の金銭等の割当てはありませ

ん。

 

２．会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配

下の取引として会計処理しております。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

（単位：百万円）

 金額

　原薬 11,583

　製剤 12,907

　健康食品他 93

顧客との契約から生じる収益 24,584

その他の収益 ̶

外部顧客への売上高 24,584

 

当中間連結会計期間（自　2025年６月１日　至　2025年11月30日）

（単位：百万円）

 金額

　原薬 11,304

　製剤 13,736

　健康食品他 100

顧客との契約から生じる収益 25,141

その他の収益 ̶

外部顧客への売上高 25,141
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年６月１日
至　2025年11月30日）

１株当たり中間純利益 29円70銭 41円32銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
908 1,233

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
908 1,233

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,586 29,839

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．当社は、2025年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。

３．当社は取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）を対象に、信託を用いた株式報酬制度を導

入しており、当該信託口が保有する当社株式を「１株当たり中間純利益」の算定上、普通株式の期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、信託が保有する期中平均株式数は、前中間連結

会計期間は94千株、当中間連結会計期間は94千株であります。

 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）
　2025年10月10日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定及び当社定款の定めに基づき、自己株
式取得に係る事項について決議し、自己株式の取得を以下のとおり実施しました。
 
１．自己株式の取得を行う理由
　中期経営計画における資本政策の一環として、株主還元の強化及び資本効率の向上等を図るため、自己
株式を取得するものです。

 
２．取得の内容
取得対象株式の種類　　　当社普通株式
取得する株式の総数　　　1,000,000株（上限）
株式の取得価額の総額　　15億円（上限）
取得期間　　　　　　　　2025年10月15日から2026年５月22日まで
取得方法　　　　　　　　東京証券取引所の立会市場における取引を利用

 
３．自己株式の取得の状況
　上記市場買付けによる取得の結果、2025年12月１日から2025年12月31日までに当社普通株式113,500株
（取得額150百万円）を取得しております。

 

EDINET提出書類

ダイト株式会社(E24187)

半期報告書

20/24



２【その他】

（期末配当）

　2025年７月11日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

 

　（イ）配当金の総額　　526百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　35円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　2025年８月５日

 

（注）１．2025年５月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含

まれています。

３．当社は2025年６月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、2025年５月31日を基準日

とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準とした金額を記載しております。

 

（中間配当）

　2026年１月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 

　（イ）配当金の総額　　591百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　20円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　2026年２月２日

 

（注）１．2025年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

　　　２．配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含

まれています。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

   2026年１月13日

ダイト株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

北陸事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 御　厨　健太郎

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 牧　野　敏　幸

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイト株式会社

の2025年６月１日から2026年５月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年６月１日から2025年11月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、ダイト株式会社及び連結子会社の2025年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告
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書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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